
平成３１年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 
（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No ２６ 府 省 庁 名  農林水産省     

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（       ） 

要望 

項目名 

中小企業者等が機械等を取得した場合の特別償却又は法人税額等の特別控除（中小企業投資促進税制）の延

長（③漁業協同組合等関係） 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 漁業協同組合等が機械等を取得した場合等の特別償却又は税額控除制度の適用期限の２年延長 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

 漁業協同組合等で青色申告書を提出するものが、特定機械装置等を取得し、又は特定機械装置等を製作し

て、これを事業の用に供した場合には、その特定機械装置等について、基準取得価額の30％相当額の特別償

却又は基準取得価額の７％相当額の税額控除との選択適用を行うことができる。 

・特例措置の内容 

(1) 対象者  ： 漁業協同組合、漁業協同組合連合会、水産加工業協同組合、水産加工業協同組合連合会等 

(2) 対象設備： 全ての機械・装置、特定の工具及び一定のソフトウェア 

(3) 特例措置： 機械等の取得価額の30％の特別償却又は７％の税額控除の選択適用 

(4) 取得価格： 機械装置は1設備160万円以上 

             工具は1設備30万円かつ複数設備合計120万円以上 

             ソフトウェアは複数合計70万円以上 

 

 

関係条文 

  

租税特別措置法第10条の３、第42条の６、第68条の11 

 地方税法第51条、第72条の24の７、第314条の４ 

減収 

見込額 

［初年度］  －   （▲17）  ［平年度］  －  （▲17） 

［改正増減収額］ －                             （単位：百万円） 

 

要望理由 

⑴ 政策目的 

漁協等による設備の近代化及び合理化を通じて、生産流通コストの低減、加工製品の高付加価値化等を進め、

水産業等の体質強化を図り、漁業経営の安定を実現する。 

 

⑵ 施策の必要性 

魚価の低迷や燃油・資材価格の高騰による生産流通コストの高騰等、水産業を巡る情勢は厳しいものとなっ

ている。こうした状況の中、漁業経営の安定を実現するためには、漁協等による設備の近代化及び合理化を

通じ、生産流通コストの低減、加工製品の高付加価値化等を進めることが重要であり、幅広い機器等が対象

で、広範に投資促進効果のある本特例措置の延長が必要である。 

 

 また水産基本計画（平成29年４月閣議決定）Ⅱ ４（２）において「漁業経営体数の減少により、漁協の

組合員も減少している中で、（中略）漁協系統組織がその役割を十全に発揮するために経営・事業基盤の強化

が必要」としており、（１）の政策目的と合致しており、水産施策上も必要な措置である。 

本要望に 

対応する 

縮減案 

特になし 
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合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

《大目標》 

食料の安定供給の確保、農林水産業の発展、農山漁村の振興、農業の多面的機能の発揮、森林

の保続培養と森林生産力の増進、水産資源の適切な保存・管理等を通じ、国民生活の安定向上

と国民経済の健全な発展を図る。 

《中目標》 

 水産物の安定供給と水産業の健全な発展 

《政策分野》 

漁業経営の安定  

政策の 

達成目標 

水産業等の体質強化 

他産業並みの所得を確保しうる効率的かつ安定的な水産業等の育成 

（平成31 年度及び平成32 年度の２年間に本特例措置の下で、漁業協同組合等が取得する機械

等の金額：2,691百万円（本特例措置を受けた投資額の割合（平均）：25.1％）） 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

平成31年４月１日～平成33年３月31日（２年間） 

同上の期間中

の達成目標 

政策の達成目標と同じ 

政策目標の 

達成状況 

本特例措置の下、漁業協同組合等により約48～63億円の投資がなされ、水産業等の体質強化に貢
献している。 
 

本特例措置の下、漁協等が行った投資額     （単位：百万円） 

区分 26年度 

(実績) 

27年度 

(実績) 

28年度 

(実績) 

29年度 

(実績) 

30年度 

(見込) 

31年度 

(見込) 

32年度 

(見込) 

本特例

措置を

受けた

投資額

（Ａ） 

1,442 1,845 1,659 1,008 

 

1,504 1,390 1,301 

全投資

額（Ｂ） 

6,294 5,171 6,250 4,833 

 

5,418 5,500 5,250 

Ａ/Ｂ 22.9% 35.7% 26.5% 20.9% 27.8% 25.3% 24.8% 

※投資額の実績は、「漁業協同組合等に係る税制特例措置等の利用状況調査」の集計値（実数）。投資額
の見込（平成30～32年度）は直近3カ年の平均値。 
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有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

区分 
26年度 

(実績) 

27年度

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（実績） 

30年度 

（見込） 

31年度 

（見込） 

32年度 

（見込） 

対象者数 

（組合） 

2,138 2,120 2,112 2,101 
 

2,091 2,081 2,071 

適用件数 

（組合） 
47 46 44 29 40 38 36 

適用件数                                  （単位：組合） 

 

 

 

 

 

 

 

 
適用件数については、「租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律」に定められた適用実態

調査の結果に関する報告書において、漁業協同組合等を特定することが困難であることから、「漁業
協同組合等に係る税制特例措置等の利用状況調査」を独自に実施。 
※平成30～32年度（見込）は直近３ヵ年の平均により算出。 
※生産性向上に資する設備について、抽出して適用件数を表記することは困難であるため、
全体数とした。 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

 

本特例措置の現行制度については、税額控除と即時償却の選択適用を可能としており、これ

により、漁業者は機械化等投資を行う初年度の税負担軽減による資金繰りの緩和、償却費用の

前倒しによる投資資金の早期回収を図ることが可能。 

また、組合の資金繰りにメリット（資金繰りやキャッシュフローの改善）を生じさせる効果が

あり、機械化等投資へのインセンティブとなる。 

加えて、本特例措置では、幅広く機械等の投資を支援するが、対象設備を新品かつ一定の金額

以上のものに限定する等、機械化等投資に積極的に取り組む組合が重点的に支援を受けられる

制度運用設計となっている。 

 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

 

設備投資関連の税制として、「商業・サービス業・農林水産業活性化税制」及び「中小企業経

営強化税制」がある。 

「商業・サービス業・農林水産業活性化税制」は、消費税の引き上げを踏まえ、農林水産業の

経営の安定化・活性化の取組を支援することを目的としており、認定経営革新等支援機関等に

よる経営改善指導に基づき設備を取得した場合に利用できる税制措置となっている。 

また、「中小企業経営強化税制」については、中小企業経営強化法における「経営力向上計画」

の認定を受け、生産性の高い設備を導入した場合に利用できる税制措置となっている。 

 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

 

平成30年度 

浜の活力再生交付金 約67億円の内数 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

漁協等への設備投資に係る支援措置として、浜の活力再生交付金の補助が該当する。しかし、

浜の活力再生交付金は施設整備事業と一体となった補助に限定されていることから、漁業機械

等の導入を促進するためには、施設を含めた一体的な整備を行う必要があり、事業費も高額と

なる。 

要望の措置の 

妥当性 

漁業者による漁業機械等に対する投資（機械化投資）を促進し、漁業の生産性向上の底上げを

図るためには、対象とする組合や漁業機械等が限定される補助事業では不十分であり、機械化

等投資を計画的に行う意欲と能力のある組合を幅広く支援できる税制措置が政策手段として妥

当。 

また、漁業においては、鮮魚類、貝類、海藻類等の多数の産出品目があり、組合の資金状況や

資源の産出品目毎の業況に機械化等への投資が左右されるため、対象者、対象設備等が限定さ

れる補助金や財投融資とは異なり、適用条件が一般的な設備の取得であり、対象者を特定しな

い税制措置による支援が妥当。 
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

 
 26年度 

(実績) 

27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（実績） 

適用件数（組

合） 
47 46 44 29 

減収額 

（百万円） 

24 

(22) 

24 

(28) 

18 

(25) 

15 

（25） 

※平成29年度の減収額が見込み（下段括弧書き）と乖離したのは、見込み額が直近３ヵ年の平均
値であるため。 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

○中小企業者等が機械等を取得した場合の特別償却 

（単体法人）道府県民税： 4,453 事業税：36,271 市町村民税：13,498 合計：54,222 

（連結法人）  〃  ：   78  〃 ：  637   〃  ：  237  〃 ：  952 

 

○中小企業者等が機械等を取得した場合の法人税額の特別控除 

（単体法人）道府県民税：  868 事業税： －  市場村民税： 2,631 合計： 3,499 

（連結法人）  〃  ：   12  〃 ： －    〃  ：   37  〃 ：   49 

 

（単位：百万円、適用業種全体の総数であること。） 

適用組合数については、「地方税法」に定められた「地方税における税負担軽減措置等の適

用状況等に関する報告書」において、適用実態調査情報に基づき推計した租税特別措置ごと

の影響額の状況を確認したところ、「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」に

基づき 

推計されたものであり、漁業協同組合等を特定することが困難であるため、独自に調査した。 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

本特例措置により、漁協等による機械等に対する投資促進が図られ、水産業等の

体質強化に貢献している。 

(単位：百万円） 

区分 26年度 

（実績） 

27年度 

（実績） 

28年度 

（実績） 

29年度 

（実績） 

本特例措置を

受けた投資額 

 

1,442 

 

1,845 

 

1,659 

 

1,008 

 
 

前回要望時の 

達成目標 

水産業等の体質強化 

他産業並みの所得を確保しうる効率的かつ安定的な水産業等の育成 

（平成29年度及び平成30年度の２年間に本特例措置の下で、漁業協同組合等が取得する機

械等の金額：3,544百万円（本特例措置を受けた投資額の割合（平均）：27.3％）） 

 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

平成29年度及び平成30年度の２年間に漁協等が取得する機械等の実績見込みは2,512百万円
（本特例措置を受けた投資額の割合（平均）：24.5％）である。 
 

目標に達していない理由は、平成28年度まで措置されていた上乗せ措置が廃止となり、対象とな

る設備が限定されたためと予想される。しかし、水産業は他産業に比べ外的要因の影響が大きく、

近年の水産資源変動や燃油価格の高騰等により、その体質強化は十分に進んでいない。よって、

引き続き本特例措置により設備投資の促進を図る必要がある。 

 

これまでの要望経緯 

創設：平成10年4月総合経済対策 

延長：平成11年、12年、13年、14年、16年、18年、20年、 

   22年、24年、26年、29年 

拡充（生産性向上に資する設備への優遇措置）：平成26年度 

拡充（通常措置及び上乗せ措置の対象設備に器具備品と建物付属設備を追加）：平成29年度 
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